
 

    平成３０年１０月２日 こども家庭課児童虐待対策係  担当：永岡   （内線 2871） 担当：吉村、平野（内線 2883） 0742-27-8605(ダイヤルイン)  
平成平成平成平成２９２９２９２９年度年度年度年度のののの奈良県奈良県奈良県奈良県におけるにおけるにおけるにおける児童虐待児童虐待児童虐待児童虐待のののの状況状況状況状況についてについてについてについて    （（（（１１１１））））平成平成平成平成２９２９２９２９年度年度年度年度におけるにおけるにおけるにおける児童虐待相談児童虐待相談児童虐待相談児童虐待相談へのへのへのへの対応件数対応件数対応件数対応件数    県県県県こどもこどもこどもこども家庭相談家庭相談家庭相談家庭相談センターのセンターのセンターのセンターの対応件数対応件数対応件数対応件数            １１１１，，，，４８１４８１４８１４８１件件件件（（（（対前年比対前年比対前年比対前年比１１１１．．．．００００％％％％増増増増））））    注）「対応件数」とは、県及び市町村が受付けた児童虐待相談に対して行った対応（助言指導や措置等）の件数（厚生労働省大臣官房統計情報部 「福祉行政報告例」に基づく）。平成２９年度の市町村における児童虐待相談対応件数は２,４０７件（県こども家庭相談センターの対応件数と重複あり）。   （（（（２２２２））））平成平成平成平成２９２９２９２９年度年度年度年度にににに虐待虐待虐待虐待をををを受受受受けたけたけたけた又又又又はそのおそれがはそのおそれがはそのおそれがはそのおそれがあるあるあるあるとしてとしてとしてとして、、、、    県又県又県又県又はははは市町村市町村市町村市町村がががが支援等支援等支援等支援等のののの対象対象対象対象としたとしたとしたとした児童数児童数児童数児童数    ５５５５，，，，１５０１５０１５０１５０人人人人    【児童数の内訳】身体的虐待：１２１０人、ネグレクト１８４５人、性的虐待３９人、心理的虐待２０５６人 【参    考】平成２７年度：４,０７６人、平成２８年度：４,６３２人       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ＜別添資料＞ ・資料１   【表】奈良県の児童虐待相談対応件数の推移（こども家庭相談センター受付） ・資料２   【表】奈良県の児童虐待相談対応件数の推移（市町村受付）     ・資料３－１ 【グラフ】奈良県の児童虐待相談件数の推移  ・資料３－２ 【グラフ】平成２９年度 児童虐待相談の状況について（こども家庭相談センター受付）  ・資料３－３ 【グラフ】平成２９年度 児童虐待相談の状況について（市町村受付） 

報道資料報道資料報道資料報道資料    

＜対応件数の内訳＞ ○ 県こども家庭相談センターの対応件数は、平成２８年度から増加（１４件増、１．０％増）。 ○ 虐待種別のうち、「心理的虐待」が７５５件（５１．０％）となり、昨年度から増加（８２件増、１２．２％増）した。全体の半数以上を「心理的虐待」が占め、平成２８年度以上に高い割合を示している。これは児童の面前で起きたＤＶ等が「心理的虐待」として通告されている件数が依然として多いためと考えられる。また「経路」では「警察等」（４８６件、３２．８％）及び「近隣知人」（２８３件、１９．１％）が高い割合を示しているが、警察による積極的な通告が増加し、児童虐待防止に関する啓発活動の積み重ねを通じた社会的認知が高まっていることが背景にあると考えられる。 ○ 被虐待児の年齢内訳では、「小学生」（４４６件、３０．１％）の割合が最も高い状況に変わりないが、昨年度に比べて減少している（１２．５％減）。その一方で「０～３歳未満」（３１７件、２１．４％）と「３歳～学齢前児童」（４０１件、２７．１％）を合わせた被虐待児童数が、全体の約半数（４８．５％）を占める結果となったほか、「高校生他」（１２２件、８．２％）の被虐待児童数が大幅に増加している（２４．５％増）。 ○ 「主な虐待者」においては、「実父」及び「実母」を含めた「実親」による虐待が、全体の約９割を占めており、前年度と同様の傾向がみられる。 ○ 市町村の対応件数は、平成２８年度より４件減（０．２％減）となり、過去最多となった昨年度とほぼ横ばいの件数となった。市町村においても「心理的虐待」（１０７７件、４４．７％）が最も高い割合を示しているほか、昨年度と同様に「ネグレクト」（８３３件、３４．６％）、「身体的虐待」（４８４件、２０．１％）の順で高い割合を示している。 ○ 県こども家庭相談センターと市町村を合わせた奈良県における児童虐待相談への対応件数は、過去最多の３,８８８件となるなど、奈良県全体として増加傾向にある。迅速で的確な児童虐待対応と支援にあたるためにも、県こども家庭相談センターと市町村との連携や役割分担を一層図るほか、警察等の関係機関との連携強化も図っていく必要がある。 


